
第10 回 定時株主総会
招  集  ご  通  知

決議事項
第 1 号議案　剰余金の処分の件
第 2 号議案　取締役５名選任の件
第 3 号議案　監査役１名選任の件

野村不動産ホールディングス株式会社
証券コード3231

開催情報

日 時

場 所

平成26年 6 月27日

東京都港区元赤坂二丁目 2 番23号
明治記念館 2 階   富士の間

（金曜日）
受付開始▶午前 9 時 開会▶午前10 時
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議決権行使のご案内

株主総会参考書類（42頁～47頁）をご検討のうえ、議決権のご行使をお願い申し上げます。
議決権のご行使には以下の3つの方法がございます。

１ 出席
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

（ ２ 郵送（議決権行使書）又は３ インターネット等によ
る議決権行使のお手続きはいずれも不要です。 ）

２ 郵送
議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、ご投函ください。
平成26年6月26日（木曜日）午後5時40分到着分まで有効です。

３ インターネット
パソコン、スマートフォン又は携帯電話から当社の指定する下記の議決権行使サ
イトにアクセスいただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

▶http://www.evote.jp/
議決権行使期限は平成26年6月26日（木曜日）午後5時40分まで
となります。
詳細は、48頁～49頁をご参照ください。
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議決権行使のご案内



株
主
総
会
招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

連
結
計
算
書
類

2014/05/23 16:06:11 / 13980916_野村不動産ホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

証券コード3231
平成26年６月５日

株 主 各 位
東 京 都 新 宿 区 西 新 宿 一 丁 目 2 6 番 ２ 号
野村不動産ホールディングス株式会社

取締役社長 中 井　加 明 三

第10回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第10回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使
することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、
平成26年６月26日（木曜日）午後５時40分までに議決権をご行使いただきたくお
願い申し上げます。

[書面による議決権行使の場合]
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限ま
でに到着するようご返送ください。

[電磁的方法（インターネット等）による議決権行使の場合]
48頁から49頁に記載の「インターネット等による議決権行使のご案内」をご確認
のうえ、上記の行使期限までに議決権をご行使ください。

敬　具

記
日　　時

平成26年６月27日（金曜日）午前10時

場　　所

東京都港区元赤坂二丁目２番23号
明治記念館　２階　富士の間
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
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会議の目的事項

報 告 事 項 第10期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業報
告、連結計算書類、計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

議決権行使の取り扱いに関する事項

⑴ 書面と電磁的方法（インターネット等）により重複して議決権を行使された場
合は、電磁的方法による議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただき
ますのでご了承ください。

⑵ 電磁的方法（インターネット等）により複数回にわたり議決権を行使された場
合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。また、パソコン等
と携帯電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有
効とさせていただきます。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。

◎次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の定めにより、インターネット上の下記当
社ウェブサイトに掲載しておりますので、本書面には記載しておりません。なお、次の事項に
つきましては、監査役及び会計監査人が監査報告書を作成するに際して、連結計算書類、計算
書類の一部として合わせて監査を受けております。
①連結計算書類のうち「連結注記表」
②計算書類のうち「個別注記表」

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後
の事項を下記当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

《当社ウェブサイト》
http://www.nomura-re-hd.co.jp/ir/ir_library/generalMeeting.html
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（提供書面）

事　 業　 報　 告
（自　平成25年 4 月 1 日

至　平成26年 3 月31日）
１．企業集団の現況

⑴　当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果

　ここに、平成25年４月１日から平成26年３月31日に至る第10期の決算に
つきご報告申し上げます。
　当連結会計年度におけるわが国経済は、アベノミクスの政策効果等による
株式市場の活性化と円高の是正を背景として、個人消費が持ち直すとともに、
企業業績の回復に伴う設備投資の増加や雇用環境の改善が見られる等、緩や
かな回復傾向となりました。
　不動産業界におきましては、住宅分譲市場では、建設工事における労務費
や資材価格の上昇が見られるものの、住宅ローン控除の拡充や低金利等を背
景に、契約率は高水準で推移する等、堅調な事業環境が続いております。賃
貸オフィス市場では、依然として賃料水準は底値圏にあるものの、都心部に
おける空室率は低下傾向にあり、一部の大型物件では賃料の上昇が見られる
等、回復の動きが窺えます。また、不動産投資市場では、引続き良好な資金
調達環境を背景に、Ｊ－ＲＥＩＴの新規上場や公募増資が相次ぎ、不動産の
取引も活発化する等、事業環境は底堅く推移しております。

－ 4 －
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　このような事業環境の下、当社グループの経営成績は、営業収益は
532,016百万円（前連結会計年度比2.8％増）、営業利益は74,307百万円
（同27.4％増）、経常利益は64,058百万円（同39.8％増）、当期純利益は
26,844百万円（同38.7％増）となり、前連結会計年度と比べ、増収増益と
なりました。なお、当連結会計年度におきまして、保有する固定資産のうち、
事業収益性が低下した一部の賃貸資産等について、減損損失16,572百万円
を特別損失に計上しております。

　セグメントごとの業績の概況は、以下のとおりであります。
　なお、平成25年４月より、野村不動産リフォーム㈱につきましては、住宅
事業と一体となった事業推進を行うため、「運営管理事業セグメント」から
「住宅事業セグメント」の区分に変更しております。この変更に伴い、前連
結会計年度の数値につきましても、変更後のセグメント区分の数値に組み替
えて表示しております。

（住宅事業セグメント）
　マンション分譲では「プラウドタワー東雲キャナルコート」（東京都江東
区）、「プラウドシティ元住吉」（神奈川県川崎市中原区）、「オハナ玉川
上水ガーデニア」（東京都東大和市）、「プラウド川名山ガーデン」（愛知
県名古屋市昭和区）等を、戸建分譲では「プラウドシーズンふじみ野上福岡」
（埼玉県ふじみ野市）、「プラウドシーズン玉川上水」（東京都東大和市）
等、マンションと戸建を合わせて6,209戸（前連結会計年度比460戸増）を
売上に計上いたしました。
　この結果、住宅事業セグメントの営業収益は310,579百万円（前連結会計
年度比0.7％増）、営業利益は33,730百万円（同2.9％増）と、前連結会計
年度と比べ、増収増益となりました。これは主に、住宅分譲部門におきまし
て、計上戸数が増加したこと等によるものであります。
　なお、当連結会計年度末における期末完成在庫数は31戸（前連結会計年度
末比11戸減）、契約済未計上残高は6,189戸（同789戸増）となる等、引続
き順調な販売状況となっております。
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（賃貸事業セグメント）
　賃貸事業部門におきましては、テナントニーズに適応した営業活動の強化
を図ってまいりました。当連結会計年度におきましては、延床面積10万㎡を
超える大型オフィスビル「ラゾーナ川崎東芝ビル」（神奈川県川崎市幸区）
が満床にて稼働を開始いたしました。また、昨年３月に開業した「ボーノ相
模大野ショッピングセンター」（神奈川県相模原市南区）の収益が通期で寄
与いたしました。なお、当連結会計年度末の空室率は2.9％と、引続き低水
準で推移しております。
　収益不動産開発部門におきましては、オフィス・商業・物流の各事業分野
で開発実績を積み上げること等により、ブランドの構築と浸透を図ってまい
りました。当連結会計年度におきましては、「ＧＥＭＳ渋谷」（東京都渋谷
区）や「ＰＭＯ日本橋大伝馬町」（東京都中央区）等を売上に計上いたしま
した。
　この結果、賃貸事業セグメントの営業収益は96,912百万円（前連結会計
年度比9.1％減）、営業利益は27,034百万円（同15.9％増）と、前連結会計
年度と比べ、減収増益となりました。これは主に、収益不動産開発部門にお
きまして、物件売却による売上が減少した一方で、収益性が改善したこと等
によるものであります。

（資産運用事業セグメント）
　当社グループが運用する各種ファンドの安定的な運営に注力してまいりま
した。また、昨年６月には、物流施設・商業施設を投資対象とする野村不動
産マスターファンド投資法人が、東京証券取引所不動産投資信託証券市場に
上場いたしました。
　この結果、資産運用事業セグメントの営業収益は18,326百万円（前連結
会計年度比64.6％増）、営業利益は8,036百万円（前連結会計年度は営業損
失2,724百万円）と、前連結会計年度と比べ、増収増益となりました。これ
は主に、野村不動産マスターファンド投資法人の上場に伴う資産取得報酬及
びＳＰＣの物件売却による収入を計上したことに加え、前連結会計年度に営
業エクイティ投資評価損を計上したこと等によるものであります。
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（仲介・ＣＲＥ事業セグメント）
　ホールセール部門におきましては、企業が保有する不動産の有効活用ニー
ズに的確に応える提案と、ニーズの変化を機敏に捉えた営業活動に注力して
まいりました。
　リテール部門におきましては、首都圏を中心に店舗網の拡大を図ってまい
りました。当連結会計年度におきましては、首都圏に「三田センター」、「目
黒センター」、「成増センター」、「武蔵小杉センター」、「国立センター」
を、関西圏に「岡本センター」の計６店舗を新規出店いたしました。また、
インターネット媒体「ノムコム」の充実を図るとともに、新たなブランドと
して「野村の仲介＋（プラス）」を立ち上げること等により、集客力の向上
と顧客基盤の拡充に努めてまいりました。
　この結果、仲介・ＣＲＥ事業セグメントの営業収益は29,168百万円（前
連結会計年度比11.8％増）、営業利益は8,331百万円（同34.9％増）と、前
連結会計年度と比べ、増収増益となりました。これは主に、売買仲介におけ
る取扱件数及び取扱高が増加したこと等によるものであります。

（運営管理事業セグメント）
　ビル管理部門におきましては、引続き管理ストックの拡大を図るとともに、
テナントからの工事受注に積極的に取り組んでまいりました。また、住宅管
理部門におきましては、専有部のサービスメニューの拡充を図る等、より一
層の顧客満足度の向上に努めてまいりました。
　この結果、運営管理事業セグメントの営業収益は72,150百万円（前連結
会計年度比8.7％増）、営業利益は5,107百万円（同14.6％増）と、前連結
会計年度と比べ、増収増益となりました。これは主に、管理収入及び工事収
入が増加したこと等によるものであります。
　なお、今後の運営管理事業の更なる強化と成長スピードの加速化を図るた
め、本年４月１日付で、野村ビルマネジメント㈱及び野村リビングサポート
㈱の２社を統合いたしました。これに伴い、存続会社である野村ビルマネジ
メント㈱は、野村不動産パートナーズ㈱に商号を変更しております。
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（その他の事業セグメント）
　フィットネスクラブ事業部門におきましては、各種キャンペーンやイベン
トを実施し、新規入会者の獲得及び会員の満足度向上に努めてまいりました。
また、平成25年５月に「メガロス相模大野店」（神奈川県相模原市南区）
を、平成26年１月に24時間営業の小型フィットネスジム「デイオス24」の
第１号店「デイオス24成増」（東京都板橋区）をオープンいたしました。
　この結果、その他の事業セグメントの営業収益は18,640百万円（前連結
会計年度比24.6％増）、営業利益は508百万円（同13.6％増）と、前連結会
計年度と比べ、増収増益となりました。これは主に、フィットネスクラブ事
業以外で保有する資産の売却があったこと等によるものであります。

事 業 セ グ メ ン ト 営 業 収 益 営 業 利 益

住 宅 事 業 セ グ メ ン ト 310,579百万円 33,730百万円

賃 貸 事 業 セ グ メ ン ト 96,912百万円 27,034百万円

資 産 運 用 事 業 セ グ メ ン ト 18,326百万円 8,036百万円

仲 介 ・ Ｃ Ｒ Ｅ 事 業 セ グ メ ン ト 29,168百万円 8,331百万円

運 営 管 理 事 業 セ グ メ ン ト 72,150百万円 5,107百万円

そ の 他 の 事 業 セ グ メ ン ト 18,640百万円 508百万円
(注) 各セグメントの営業収益及び営業利益は、セグメント間の内部売上高、振替高を含

みます。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度におきましては、「ＮＲＥＧ川崎ロジスティクスセンター」
（神奈川県川崎市川崎区）等、総額16,174百万円の設備投資を実施いたし
ました。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度におきましては、金融機関からの借入金等により必要資金
の調達を行いました。

－ 8 －

当事業年度の事業の状況
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④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

－ 9 －

当事業年度の事業の状況
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　　分 第７期
(平成23年3月期)

第８期
(平成24年3月期)

第９期
(平成25年3月期)

第10期
(当連結会計年度)
(平成26年3月期)

営 業 収 益 （ 百 万 円 ） 480,983 450,807 517,740 532,016

営 業 利 益 （ 百 万 円 ） 42,083 49,939 58,308 74,307

経 常 利 益 （ 百 万 円 ） 26,149 34,173 45,806 64,058

当 期 純 利 益 （ 百 万 円 ） 5,471 17,591 19,357 26,844

1株当たり当期純利益(円) 28.74 92.38 101.61 140.70

総 資 産 （ 百 万 円 ） 1,474,331 1,402,624 1,369,949 1,313,887

純 資 産 （ 百 万 円 ） 357,365 376,486 398,276 418,697

1株当たり純資産額(円) 1,599.57 1,664.78 1,764.05 1,863.12

－ 10 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
名 称 資本金

（百万円）
議決権比率
（％） 主 要 な 事 業 内 容

野 村 不 動 産 株 式 会 社 2,000 100.0 不 動 産 販 売 ･ 賃 貸 等 の 総 合 不 動 産 事 業

野 村 不 動 産 投 資 顧 問 株 式 会 社 300 100.0 J-REIT及び私募ﾌｧﾝﾄﾞ等の資産運用事業

野村不動産アーバンネット株式会社 1,000 100.0 不動産の仲介･販売受託事業
野 村 ビ ル マ ネ ジ メ ン ト 株 式 会 社 100 100.0 ｵ ﾌ ｨ ｽ ﾋ ﾞ ﾙ等の総合管理事業
野 村 リ ビ ン グ サ ポ ー ト 株 式 会 社 127 100.0 ﾏ ﾝ ｼ ｮ ﾝ 等 の 総 合 管 理 事 業
Ｎ Ｒ Ｅ Ｇ 東 芝 不 動 産 株 式 会 社 14,372 65.0 ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ･店舗等の賃貸事業
横浜ビジネスパーク熱供給株式会社 480 95.0 熱供給事業法に定める熱供給事業
株 式 会 社 ジ オ ・ ア カ マ ツ 243 100.0 商業施設の企画･運営管理事業
野 村 不 動 産 リ フ ォ ー ム 株 式 会 社 100 100.0 ﾏ ﾝ ｼ ｮ ﾝ 等 の ﾘ ﾌ ｫ ｰ ﾑ 事 業
野村アメニティサービス株式会社 10 100.0 ﾋ ﾞ ﾙ ･ ﾏ ﾝ ｼ ｮ ﾝ の 清 掃 事 業
ＮＲＥＧ東芝不動産ファシリティーズ株式会社 30 100.0 ｵ ﾌ ｨ ｽ ﾋ ﾞ ﾙ等の総合管理事業
株 式 会 社 プ ラ イ ム ク ロ ス 100 60.0 不 動 産 ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾈ ｯ ﾄ 広 告 事 業
株 式 会 社 メ ガ ロ ス 1,467 54.0 ｽﾎﾟｰﾂ施設の企画及び運営事業

（注）１．平成25年12月４日付で、横浜ビジネスパーク熱供給株式会社の株式を追加取得してお
ります。

２．平成26年４月１日付で、野村ビルマネジメント株式会社を存続会社、野村リビングサ
ポート株式会社を消滅会社とする吸収合併を行い、同日付で、野村ビルマネジメント
株式会社の商号を、野村不動産パートナーズ株式会社としております。

３．野村アメニティサービス株式会社、ＮＲＥＧ東芝不動産ファシリティーズ株式会社､ 株
式会社プライムクロスの議決権比率は子会社保有の株式を含んでおります。

－ 11 －

重要な親会社及び子会社の状況
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⑷　対処すべき課題
　わが国経済は、アベノミクスの政策効果等による株式市場の活性化と円高の
是正を背景として、個人消費が持ち直すとともに、企業収益の伸長に伴う設備
投資の増加や雇用環境の改善が見られており、回復基調が続くものと思われま
す。
　今後、中長期的には、当社グループを取り巻く環境は、国内経済の成熟化や
世界経済のボーダーレス化などにより不確実・不安定な状態が続くと予想され
ます。また、少子高齢化・世帯構成の変化をはじめとする社会構造の変化や顧
客ニーズの多様化、住宅・オフィスビルのストックの増大、グローバル化の進
行といった動きは、今後も長期にわたり当社グループの事業環境に大きな影響
を及ぼすことが見込まれます。
　このような環境認識の下、当社グループとしての長期ビジョン「持続的変革
を通じ、高い価値を創出し続ける企業グループへ」を定めた上で、持続的成長
を遂げていくことを目指して、「野村不動産グループ中長期経営計画
（-2022.3）～ Creating Value through Change ～」を平成24年10月に策
定いたしました。本計画は、事業期間が中長期にわたる不動産事業の特性に鑑
み、平成24年度をスタートとする10年間とし、長期ビジョンの実現に向け、
計画全体を３つのフェーズに区分しております。「収益力の高い事業ポートフ
ォリオの構築」及び「持続的変革を通じた利益成長」を重点戦略とした上で、
計画の段階的実行を図ってまいります。
　本計画の第一段階（フェーズ１）にあたる「３カ年計画（-2016.3）」にお
きましては、フェーズ２以降に発展的成長を遂げていく上での整備期間と位置
付けており、「既存事業における確実な収益拡大」、「更なる成長に向けた財
務基盤の整備」及び「長期的視点での成長実現に向けた積極的な取組み」の３
点を基本戦略に定めております。また、各事業の成長性及び当社グループの優
位性を踏まえ、「コア事業である住宅事業における持続的安定成長」、「賃貸
不動産ビジネスにおける積極的な投資機会の追求」、「サービス・マネジメン
ト分野（資産運用事業、仲介・ＣＲＥ事業、運営管理事業）における積極拡大」
及び「長期的視点で各事業の成長を加速させる取組み」を事業戦略上の４つの
柱として取り組み、企業価値の一層の向上を追求してまいります。
　引続き、株主の皆様におかれましては、倍旧のご支援、ご鞭撻を賜りますよ
うお願いいたします。

－ 12 －
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⑸　主要な事業内容（平成26年３月31日現在）
　当社グループは、住宅事業、賃貸事業、資産運用事業、仲介・ＣＲＥ事業、
運営管理事業及びその他の事業を行っておりますが、各事業の内容は以下のと
おりであります。

①　住宅事業セグメント
　マンション・戸建住宅等の開発分譲事業等を行っております。

②　賃貸事業セグメント
　オフィスビル・商業施設等の開発・賃貸、不動産投資市場向け収益不動産
の開発・販売、建築工事の設計監理、商業施設の企画・運営業務の受託等を
行っております。

③　資産運用事業セグメント
　私募ファンド、Ｊ－ＲＥＩＴ及び不動産証券化商品等を対象とした資産運
用業務等を行っております。

④　仲介・ＣＲＥ事業セグメント
　不動産の仲介・コンサルティング業務、マンション・戸建住宅等の販売受
託等を行っております。

⑤　運営管理事業セグメント
　オフィスビル等の管理業務・テナント工事、マンションの管理業務・修繕
工事等を行っております。

⑥　その他の事業セグメント
　フィットネスクラブ事業等を行っております。

－ 13 －

主要な事業内容
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⑹　主要な事業所（平成26年３月31日現在）
①　当社の事業所

本社：東京都新宿区西新宿一丁目26番２号

②　重要な子会社の主要な事業所
野村不動産株式会社本社（東京都新宿区）
野村不動産投資顧問株式会社本社（東京都新宿区）
野村不動産アーバンネット株式会社本社（東京都新宿区）
野村ビルマネジメント株式会社本社（東京都新宿区）
野村リビングサポート株式会社本社（東京都新宿区）
ＮＲＥＧ東芝不動産株式会社本社（東京都港区）
横浜ビジネスパーク熱供給株式会社本社（神奈川県横浜市保土ヶ谷区）
株式会社ジオ・アカマツ本社（大阪府大阪市西区）
野村不動産リフォーム株式会社本社（東京都新宿区）
野村アメニティサービス株式会社本社（東京都新宿区）
ＮＲＥＧ東芝不動産ファシリティーズ株式会社本社（東京都港区）
株式会社プライムクロス本社（東京都新宿区）
株式会社メガロス本社（東京都渋谷区）

（注）平成26年４月１日付で、株式会社ジオ・アカマツ本社は東京都新宿区へ移転し
　　　ております。

－ 14 －

主要な事業所
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⑺　使用人の状況（平成26年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事業セグメント 使用人数

住宅事業 1,082 （101）名

賃貸事業 520 （57）名

資産運用事業 169 （1）名

仲介・ＣＲＥ事業 1,209 （99）名

運営管理事業 2,113（2,357）名

その他の事業 498 （409）名

全社（共通） 156 （3）名

合計 5,747（3,027）名
(注) １．使用人数は就業員数であり、臨時雇用者は、（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。
２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できな

い管理部門に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

25名 3名増 44.7歳 1.7年
(注) １．使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者

を含みます。）であります。
２．使用人は、主に野村不動産株式会社をはじめとするグループ会社からの出向者で

ありますが、平均勤続年数は当社における勤続年数であり、出向元での勤続年数
は通算しておりません。

３．上記のほか、野村不動産株式会社との兼務者が120名おります。

－ 15 －

使用人の状況
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⑻　主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）
　当社グループは、当社を中心に資金調達を行い、関係会社へ資金供給を行う
グループファイナンスを原則としております。当事業年度末における当社の主
な借入先の状況は次のとおりであります。

借　入　先 借　入　額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 80,000百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 75,000百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 60,000百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 38,000百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 36,000百万円

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 32,000百万円

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 16 －

主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成26年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 450,000,000株

②　発行済株式の総数 190,906,800株 （自己株式1,206株を含みます。）
（注）ストックオプションの権利行使により、発行済株式の総数は311,300株

増加しております。

③　株主数 48,613名

④　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

野 村 土 地 建 物 株 式 会 社 647,775百株 33.93％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 117,435百株 6.15％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 59,792百株 3.13％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 32,740百株 1.71％

野村不動産ホールディングス従業員持株会 28,824百株 1.50％
ザ 　 バ ン ク 　 オ ブ 　 ニ ユ ー ヨ ー ク
ノ ン ト リ ー テ イ ー 　 ジ ヤ ス デ ツ ク 　 ア カ ウ ン ト 24,773百株 1.29％
ス テ ー ト 　 ス ト リ ー ト 　 バ ン ク 　 ウ ェ ス ト
ペンション　ファンド　クライアンツ　エグゼンプト 23,923百株 1.25％

ジ ヤ パ ン 　 リ 　 フ イ デ リ テ イ 22,391百株 1.17％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 20,926百株 1.09％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口６） 19,489百株 1.02％
（注）持株比率は自己株式（1,206株）を控除して計算しております。

⑤　その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 17 －
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⑵　新株予約権等の状況
①　新株予約権の状況（平成26年３月31日現在）

新株予約権の名称 発行決議日 新株予約権
の数

新株予約権の
目的となる

普通株式の数
新株予約権の行使期間

新株予約権の
行使価額
(1株当たり)

2007年度
第３回新株予約権 平成19年11月15日 1,804個 180,400株 平成21年11月30日から

平成26年11月29日まで 3,380円
2008年度
第３回新株予約権 平成20年 7 月24日 1,912個 191,200株 平成22年 8 月11日から

平成27年 8 月10日まで 2,255円
2009年度
第３回新株予約権 平成21年 7 月23日 2,027個 202,700株 平成23年 8 月11日から

平成28年 8 月10日まで 1,663円
2010年度
第１回新株予約権 平成22年 7 月29日 200個 20,000株 平成23年 8 月23日から

平成28年 8 月22日まで １円
2010年度
第３回新株予約権 平成22年 7 月29日 2,264個 226,400株 平成24年 8 月23日から

平成29年 8 月22日まで 1,194円
2011年度
第１回新株予約権 平成23年 7 月28日 179個 17,900株 平成24年 8 月23日から

平成29年 8 月22日まで １円
2011年度
第３回新株予約権 平成23年 7 月28日 2,278個 227,800株 平成25年 8 月23日から

平成30年 8 月22日まで 1,457円
2012年度
第１回新株予約権 平成24年 7 月26日 315個 31,500株 平成26年 8 月23日から

平成31年 8 月22日まで １円
2012年度
第３回新株予約権 平成24年 7 月26日 2,427個 242,700株 平成26年 8 月23日から

平成31年 8 月22日まで 1,451円
2013年度
第１回新株予約権 平成25年 6 月27日 202個 20,200株 平成27年 7 月23日から

平成32年 7 月22日まで １円
2013年度
第２回新株予約権 平成25年 6 月27日 1,433個 143,300株 平成27年 7 月23日から

平成32年 7 月22日まで １円
2013年度
第３回新株予約権 平成25年 6 月27日 3,333個 333,300株 平成27年 7 月23日から

平成32年 7 月22日まで 2,429円

（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は100株であります。
２．新株予約権の割当を受けた者は、原則として、新株予約権の行使時まで継続して、

当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、執行役員、相談役、顧問、理事、参与
その他これらに準じる地位又は従業員の地位にあることを要します。
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②　当社役員が保有する新株予約権の状況（平成26年３月31日現在）
新株予約権の名称

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ） 監 査 役
新株予約権の数 保有人数 新株予約権の数 保有人数

2007年度
第３回新株予約権 63個 ３名 54個 ２名
2008年度
第３回新株予約権 63個 ３名 27個 １名
2009年度
第３回新株予約権 60個 ２名 27個 １名
2010年度
第１回新株予約権 29個 １名 － －
2010年度
第３回新株予約権 27個 １名 － －
2011年度
第１回新株予約権 47個 ２名 － －
2011年度
第３回新株予約権 93個 ３名 － －
2012年度
第１回新株予約権 261個 ４名 － －
2012年度
第３回新株予約権 144個 ４名 － －
2013年度
第１回新株予約権 202個 ４名 － －
2013年度
第３回新株予約権 150個 ４名 － －

（注）監査役が保有している新株予約権は、監査役就任前に交付されたものであります。

③　当事業年度中に使用人等に交付した新株予約権の状況
新株予約権の名称

当 社 使 用 人 当社の子会社の役員及び使用人
交付数 交付者数 交付数 交付者数

2013年度
第２回新株予約権 － － 1,433個 74名
2013年度
第３回新株予約権 － － 3,183個 244名

④　その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成26年３月31日現在）

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

中　井　加明三
取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ）
兼 社 長 執 行 役 員

野村不動産株式会社取締役社長（代表取締役）
兼社長執行役員

松 本 聖 二
取 締 役
（ 代 表 取 締 役 ）
兼 副 社 長 執 行 役 員

野村不動産株式会社取締役（代表取締役）
兼副社長執行役員

折 原 隆 夫

取 締 役
兼 執 行 役 員
財務統括（ＣＦＯ）、
ＩＲ、アセットリスク
マネジメント部担当

――

吉 田 祐 康

取 締 役
兼 執 行 役 員
経 営 企 画 、
関 係 会 社 管 理 、
グ ル ー プ 人 事 部 、
広 報 Ｉ Ｒ 部 担 当 、
賃 貸 事 業 共 同 担 当

野村不動産株式会社取締役兼常務執行役員
ＮＲＥＧ東芝不動産株式会社取締役
株式会社メガロス取締役

松 島 　 茂 取 締 役 東京理科大学大学院教授
株式会社シーエーシー社外取締役

栗 原 洋 二 常 勤 監 査 役

野村不動産株式会社監査役
野村不動産アーバンネット株式会社社外監査役
野村ビルマネジメント株式会社社外監査役
ＮＲＥＧ東芝不動産株式会社社外監査役
株式会社メガロス監査役

藤 谷 茂 樹 常 勤 監 査 役
野村不動産株式会社社外監査役
野村不動産アーバンネット株式会社社外監査役
野村ビルマネジメント株式会社社外監査役
野村リビングサポート株式会社社外監査役

吉 岡 茂 明 監 査 役

野村不動産株式会社監査役
野村不動産投資顧問株式会社社外監査役
野村リビングサポート株式会社社外監査役
ＮＲＥＧ東芝不動産株式会社社外監査役
株式会社プライムクロス監査役
株式会社メガロス社外監査役

大 岸 　 聡 監 査 役
西村あさひ法律事務所パートナー
のぞみ債権回収株式会社常務取締役
日本オラクル株式会社社外取締役
野村不動産株式会社社外監査役

山 手 　 章 監 査 役 野村不動産株式会社社外監査役
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(注) １.松島茂氏は、平成25年６月27日開催の定時株主総会において取締役に新たに選
任され就任いたしました。

２.藤谷茂樹氏及び山手章氏は、平成25年６月27日開催の定時株主総会において監
査役に新たに選任され就任いたしました。

３.木村博行氏は、平成25年６月27日開催の定時株主総会終結の時をもって取締役
を辞任いたしました。

４.中島充氏及び松島茂氏は、平成25年６月27日開催の定時株主総会終結の時をも
って監査役を辞任いたしました。

５.松本聖二氏及び折原隆夫氏は、平成26年３月31日付で取締役を辞任いたしまし
た。

６.取締役松島茂氏は、社外取締役であります。
７.監査役藤谷茂樹氏、大岸聡氏及び山手章氏は、社外監査役であります。
８.取締役松島茂氏並びに監査役大岸聡氏及び山手章氏は、東京証券取引所が規定す

る独立役員であります。
９.監査役藤谷茂樹氏は、財務に関する長年の業務経験を有しており、財務及び監査

業務に関する相当程度の知見を有するものであります。
10.監査役山手章氏は、公認会計士として長年にわたり活躍され、会計及び監査の専

門家としての豊富な知識、経験と幅広い見識を有するものであります。
11.平成26年４月１日付で取締役吉田祐康氏並びに監査役栗原洋二氏、藤谷茂樹氏

及び吉岡茂明氏の地位、担当及び重要な兼職状況は以下のとおりとなっておりま
す。
氏 名 地位及び担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

吉 田 祐 康

取 締 役
兼 執 行 役 員
経 営 企 画 、
関 係 会 社 管 理 、
Ｃ Ｓ Ｒ 推 進 部 、
グ ル ー プ 人 事 部 、
広 報 Ｉ Ｒ 部 担 当 、
賃 貸 事 業 共 同 担 当

野村不動産株式会社取締役兼常務執行役員
野村不動産パートナーズ株式会社取締役
ＮＲＥＧ東芝不動産株式会社取締役
株式会社メガロス取締役

栗 原 洋 二 常 勤 監 査 役
野村不動産株式会社監査役
野村不動産アーバンネット株式会社社外監査役
ＮＲＥＧ東芝不動産株式会社社外監査役
株式会社メガロス監査役

藤 谷 茂 樹 常 勤 監 査 役
野村不動産株式会社社外監査役
野村不動産アーバンネット株式会社社外監査役
野村不動産パートナーズ株式会社社外監査役
株式会社プライムクロス監査役

吉 岡 茂 明 監 査 役
野村不動産投資顧問株式会社社外監査役
ＮＲＥＧ東芝不動産株式会社社外監査役
株式会社メガロス社外監査役
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②　取締役及び監査役に対する報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

６名
（１名）

307百万円
（9百万円)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

７名
（５名）

122百万円
（51百万円)

合 計 13名 429百万円
(注) １.当事業年度末現在の取締役は５名（うち社外取締役は１名）であります。上記取締

役の員数と相違しておりますのは、平成25年６月27日付で辞任した取締役１名が
含まれているためであります。

２.当事業年度末現在の監査役は５名（うち社外監査役は３名）であります。上記監査
役の員数と相違しておりますのは、平成25年６月27日付で辞任した監査役２名が
含まれているためであります。

３.取締役の報酬額は、平成18年６月26日開催の定時株主総会決議により年額650百
万円以内、また、監査役の報酬額は、平成25年６月27日開催の定時株主総会決議
により年額150百万円以内となっております。

４.上記支給額には、当事業年度の役員賞与引当額（社外取締役を除く取締役４名に対
し91百万円及び監査役３名に対し28百万円（うち社外監査役１名に対し9百万
円））及びストックオプションによる報酬額（社外取締役を除く取締役５名に対し
54百万円）が含まれております。
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③　社外役員に関する事項
イ．重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 当 社 と の 関 係

取 締 役 松 島 　 茂
東京理科大学大学院教授 該当事項はありません。

株式会社シーエーシー社外取締役 該当事項はありません。

監 査 役 藤 谷 茂 樹

野村不動産株式会社社外監査役
同社は当社の100％子会社であ
ります。また、同社と当社の間に
金銭貸借取引等があります。

野村不動産アーバンネット株式会社
社外監査役

同社は当社の100％子会社であ
ります。また、同社と当社の間に
資金の預託等の取引関係があり
ます。

野村ビルマネジメント株式会社
社外監査役

同社は当社の100％子会社であ
ります。また、同社と当社の間に
資金の預託等の取引関係があり
ます。

野村リビングサポート株式会社
社外監査役

同社は当社の100％子会社であ
ります。また、同社と当社の間に
資金の預託等の取引関係があり
ます。

監 査 役 大 岸 　 聡

西村あさひ法律事務所パートナー 該当事項はありません。

のぞみ債権回収株式会社常務取締役 該当事項はありません。

日本オラクル株式会社社外取締役 該当事項はありません。

野村不動産株式会社社外監査役
同社は当社の100％子会社であ
ります。また、同社と当社の間に
金銭貸借取引等があります。

監 査 役 山 手 　 章 野村不動産株式会社社外監査役
同社は当社の100％子会社であ
ります。また、同社と当社の間に
金銭貸借取引等があります。
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ロ．当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 松 島 　 茂
平成25年６月27日就任以降に開催された取締役会（10回開
催、10回出席）に出席し、議案・審議等につき必要な発言を適
宜行っております。

監 査 役 藤 谷 茂 樹
平成25年６月27日就任以降に開催された取締役会（10回開
催、10回出席）及び監査役会（13回開催、13回出席）に出席
し、議案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 大 岸 　 聡
当事業年度開催の取締役会（14回開催、12回出席）及び監査
役会（17回開催、17回出席）に出席し、議案・審議等につき
必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 山 手 　 章
平成25年６月27日就任以降に開催された取締役会（10回開
催、10回出席）及び監査役会（13回開催、13回出席）に出席
し、議案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要
　社外取締役及び社外監査役の各氏は、当社と会社法第423条第１項の賠
償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額
は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425
条第１項各号に規定する金額の合計額となります。

－ 24 －
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額
区　　　　分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 55百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 194百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、上記当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合算額を記載して
おります。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められ
る場合には、監査役会は、監査役全員の同意により解任いたします。
　また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発
生により、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合には、取締役会
は、監査役会の同意を得て、又は監査役会の請求により、会計監査人の解任
又は不再任を株主総会に提案いたします。

－ 25 －
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⑸　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制について、当社は取締役会におい
て次のとおり決議しております。

①　取締役及び執行役員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制
イ.お客様、社会とともに栄え、信頼を得られる企業グループを目指し、役職

員一人ひとりが心がけるべき行動を示した「野村不動産グループ倫理規
程」を取締役会において定め、取締役及び執行役員は率先垂範して同規程
を遵守する。

ロ.取締役会への付議及び報告の基準となる「取締役会規程」及び「決裁及び
手続きの運用ガイドライン」を定め、取締役及び執行役員は同規程及び同
ガイドラインに則り業務を執行する。

ハ.取締役及び執行役員の業務執行状況は、監査基準及び監査計画に基づき監
査役の監査を受ける。

②　取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　情報の管理体制と情報の取扱いに関する基本的事項を定めた「情報セキュ
リティ規程」を定め、株主総会議事録、取締役会議事録その他取締役及び執
行役員の職務執行に係る情報が記載された文書を、常時、取締役、執行役員
及び監査役から閲覧の要請があった場合にすみやかに閲覧できるよう適切な
場所に保管するとともに、定められた期間保存する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ.取締役会は「リスク管理規程」に則りリスク管理全般を統括し、相互牽制

機能の実効性が確保される体制を整備するとともに、適切な人員配置、人
材育成のための教育、リスク管理の役職員への周知徹底及び事故防止のた
めの適切な方策の策定を行う。

ロ.経営に係るリスクに関する審議を行うため、取締役会において指名された
当社及びグループ各社の取締役、執行役員等で構成される「リスクマネジ
メント委員会」を設置し、「リスク管理規程」及び「リスクマネジメント
委員会運営規程」に則り、リスクの定期的なモニタリング、評価及び分析

－ 26 －
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を行うとともに、企業経営、事業展開に伴い遭遇するリスクに関し、発生
前の予防、発生時対応、発生後の再発防止等について対応策の基本方針を
審議する。
「リスクマネジメント委員会」は原則として月１回、必要あるときは臨時
に開催し、３ヶ月に１回以上、審議内容を取締役会に報告する。

ハ.緊急を要する重要なリスクが発生した場合には「リスク管理規程」に則り、
リスクマネジメント委員会委員長並びに「リスク管理規程」に定める当社
及びグループ会社の取締役及び執行役員が協議のうえ対応策の基本方針
を決定し、当社及びグループ会社はこの方針に則った対応を行う。

④　取締役及び執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制
イ.経営の監督・意思決定機能と業務執行機能を分離し、執行機能の拡充を図

ることで、グループ経営を強化することを目的に執行役員制度を導入す
る。

ロ.取締役会の決議により、業務執行を担当する執行役員を選任し担当業務を
定め、会社の業務を委任する。各執行役員は社内規程等に基づき委譲され
た職務権限により、取締役会で決定した会社の方針及び社長執行役員の指
示の下に業務を執行する。

ハ.取締役会において、年度予算及び中期経営計画の策定を行うとともに、月
次での進捗状況管理を行い、その結果を職務執行にフィードバックする。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は持株会社であることから、当社単独ではなく企業グループ全体を対
象とした以下のコンプライアンス体制を構築する。
イ.お客様、社会とともに栄え、信頼を得られる企業グループを目指し、役職

員一人ひとりが心がけるべき行動を示した「野村不動産グループ倫理規
程」を定め、その遵守を徹底する。

ロ.当社に「ＣＳＲ委員会」及びＣＳＲ推進部を設け、グループ全体でのＣＳ
Ｒ意識の向上を図るため、継続的な教育、啓蒙活動を推進する。

ハ.グループ各社共用の内部通報制度「野村不動産グループ・リスクホットラ
イン」を設置する。通報及び相談の窓口を内部（リスクマネジメント委員
会委員長）と外部（弁護士）にそれぞれ設ける。

－ 27 －

業務の適正を確保するための体制



株
主
総
会
招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

連
結
計
算
書
類

2014/05/23 16:06:11 / 13980916_野村不動産ホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

⑥　当該株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務
の適正を確保するための体制
　当社及びその子会社からなる企業集団は、持株会社である当社を軸に野村
不動産グループを形成している。野村不動産グループでは、業務の適正を確
保するために、下記の体制を整備する。
イ.お客様、社会とともに栄え、信頼を得られる企業グループを目指し、役職

員一人ひとりが心がけるべき行動を示した「野村不動産グループ倫理規
程」を定め、その遵守を徹底する。

ロ.当社に「グループ経営会議」を設置し、グループ各社の予算進捗及び業務
執行の状況を相互に確認するとともに、グループ経営の意思統一を図る。

ハ.当社に「リスクマネジメント委員会」を設置し、グループ全体における内
部統制に関する事項及びグループ経営にかかわるリスクに関する事項の
審議を行い、情報の共有を図る。

ニ.当社において「関係会社管理規程」を定め、グループ各社において重要事
項を決定する際には、事前に当社との協議又は当社への報告を求める。

ホ.当社に監査部を設け、「グループ内部監査規程」に則り、各グループ会社
が行う内部監査のレビューを実施することで、グループ全体の監査品質の
維持向上を図る。

へ.当社に「ＣＳＲ委員会」及びＣＳＲ推進部を設け、グループ全体でのＣＳ
Ｒ意識の向上を図るため、継続的な教育、啓蒙活動を推進する。

ト.グループ各社共用の内部通報制度「野村不動産グループ・リスクホットラ
イン」を設置する。通報及び相談の窓口を内部（リスクマネジメント委員
会委員長）と外部（弁護士）にそれぞれ設ける。

⑦　財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、金融商品取引法等に基づき、野村不動産グループの財務報告の信
頼性を確保するために、グループの「財務報告に係る内部統制規程」を定め、
財務報告に係る内部統制の整備・運用を行うとともに、その有効性を評価す
る。

⑧　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項
　監査役室に専任者を配置し、監査業務を補助するものとする。

－ 28 －
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⑨　前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　前項の専任者に係る人事に関し、取締役は監査役会と事前に協議を行う。

⑩　取締役、執行役員及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監
査役への報告に関する体制
イ.取締役、執行役員及び使用人は、当社及びグループ会社に著しい損害を及

ぼすおそれのある事項、法令又は定款に違反するおそれのある事項が発生
した場合には、その内容につき監査役会にすみやかに報告を行うものとす
る。

ロ.「グループ内部監査規程」に基づき、監査部は監査役に対し監査結果及び
改善状況等を報告する。

ハ.グループ会社の取締役、執行役員及び使用人は、当社の監査役からの求め
があった場合、各社における業務の執行状況につき報告を行うものとす
る。

⑪　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ.監査役及び監査役会は、取締役社長、会計監査人、監査部と定期的に意見

を交換する場を持つこととする。
ロ.各監査役は分担して、当社の重要な会議体である「グループ経営会議」、

「ＣＳＲ委員会」、「予算委員会」、「リスクマネジメント委員会」及び
「ＩＴ戦略委員会」へ出席し、業務執行状況に関する情報を収集し、意見
を述べることができる。

ハ.監査役のうち半数以上を社外監査役とし、経営からの独立性を保ちつつ、
的確な業務監査を実施できる体制とする。

（注）平成26年３月20日開催の取締役会の決議により、平成26年４月１日付で内容の一部を
改定しております。
改定内容は以下のとおりとなっております。

・⑥当該株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を
確保するための体制におけるロの記載中、「「グループ経営会議」を設置し、グループ
各社の予算進捗及び業務執行の状況を相互に確認する」を「「経営会議」を設置し、グ
ループ経営に関する重要事項及びグループ会社全般の業務執行に関する事項を審議す
る」に変更しています。

・⑪その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制におけるロの記
載中、「「グループ経営会議」」を「「経営会議」」に、「及び「ＩＴ戦略委員会」」
を「、「ＩＴ戦略委員会」及び「賃貸資産戦略委員会」」に変更しています。

－ 29 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成26年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
有 価 証 券
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
開 発 用 不 動 産
営業エクイティ投資
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

496,978
45,484
14,770
22,500
45,047

217,838
85,974
7,128
7,384

51,025
△177

816,909
716,093
242,176
467,610

6,306
9,382

91,433
47,630
19,223
21,860
2,720

△1

流 動 負 債 288,094
支払手形及び買掛金 37,629
短 期 借 入 金 152,683
1年内償還予定の社債 10,000
未 払 法 人 税 等 8,091
預 り 金 9,175
繰 延 税 金 負 債 148
賞 与 引 当 金 6,087
役 員 賞 与 引 当 金 586
事業整理損失引当金 112
そ の 他 63,580

固 定 負 債 607,095
社 債 23,000
長 期 借 入 金 431,900
受 入 敷 金 保 証 金 57,124
繰 延 税 金 負 債 67,421
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 4,537
転貸事業損失引当金 473
退職給付に係る負債 14,901
そ の 他 7,737

負 債 合 計 895,190
純 資 産 の 部

株 主 資 本 348,347
資 本 金 116,024
資 本 剰 余 金 93,353
利 益 剰 余 金 138,971
自 己 株 式 △2

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 7,333
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △689
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 25
土 地 再 評 価 差 額 金 7,224
為 替 換 算 調 整 勘 定 32
退職給付に係る調整累計額 742

新 株 予 約 権 1,273
少 数 株 主 持 分 61,742
純 資 産 合 計 418,697

資 産 合 計 1,313,887 負 債 純 資 産 合 計 1,313,887
(注）金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（ 自 平成25年 4 月 1 日

至 平成26年 3 月31日 ）
（単位：百万円）

科 目 金 額
営 業 収 益 532,016
営 業 原 価 372,680

営 業 総 利 益 159,335
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 85,027

営 業 利 益 74,307
営 業 外 収 益 1,442

受 取 利 息 76
受 取 配 当 金 887
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 9
そ の 他 469

営 業 外 費 用 11,692
支 払 利 息 10,026
そ の 他 1,666
経 常 利 益 64,058

特 別 利 益 961
固 定 資 産 売 却 益 544
災 害 損 失 引 当 金 戻 入 額 295
受 取 補 償 金 122

特 別 損 失 16,572
減 損 損 失 16,572

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 48,447
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,828
法 人 税 等 調 整 額 6,283
少数株主損益調整前当期純利益 28,335
少 数 株 主 利 益 1,491
当 期 純 利 益 26,844
(注）金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（ 自 平成25年 4 月 1 日

至 平成26年 3 月31日 ）
（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平 成2 5年 ４ 月 １ 日 　 期 首 残 高 115,728 93,057 117,848 △2 326,632

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 296 296 592

剰 余 金 の 配 当 △5,721 △5,721

当 期 純 利 益 26,844 26,844

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額(純 額)

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 296 296 21,123 △0 21,714

平 成2 6年 ３ 月3 1日 　 期 末 残 高 116,024 93,353 138,971 △2 348,347

その他の包括利益累計額
新 株
予 約 権

少 数 株 主
持 分

純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土 地
再 評 価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

平 成2 5年 ４ 月 １ 日 　 期 首 残 高 2,115 237 7,224 8 - 9,586 951 61,106 398,276

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 592

剰 余 金 の 配 当 △5,721

当 期 純 利 益 26,844

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額(純 額) △2,805 △212 △0 23 742 △2,253 322 636 △1,294

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △2,805 △212 △0 23 742 △2,253 322 636 20,420

平 成2 6年 ３ 月3 1日 　 期 末 残 高 △689 25 7,224 32 742 7,333 1,273 61,742 418,697

(注）金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成26年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
有 価 証 券
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産
商 標 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
関係会社長期貸付金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産

310,585
21,403

671
22,500

2
264,547

107
1,352

596,672
71
12
59

157
10

124
22

596,444
131,123
465,000

67
253

流 動 負 債 181,419
短 期 借 入 金 135,630
1年内償還予定の社債 10,000
未 払 金 303
未 払 費 用 1,640
未 払 法 人 税 等 181
預 り 金 33,352
賞 与 引 当 金 144
役 員 賞 与 引 当 金 119
そ の 他 47

固 定 負 債 446,900
社 債 20,000
長 期 借 入 金 426,900

負 債 合 計 628,319
純 資 産 の 部

株 主 資 本 277,692
資 本 金 116,024
資 本 剰 余 金 116,013
資 本 準 備 金 116,013

利 益 剰 余 金 45,657
そ の 他 利 益 剰 余 金 45,657

繰 越 利 益 剰 余 金 45,657
自 己 株 式 △2

新 株 予 約 権 1,246
純 資 産 合 計 278,938

資 産 合 計 907,258 負 債 純 資 産 合 計 907,258
(注）金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
 （ 自 平成25年 4 月 1 日

至 平成26年 3 月31日 ）
（単位：百万円）

科 目 金 額
営 業 収 益 22,491

受 取 配 当 金 8,052
金 融 収 益 12,899
経 営 指 導 料 434
そ の 他 1,104

営 業 原 価 9,756
営 業 総 利 益 12,735

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,552
営 業 利 益 8,182

営 業 外 収 益 46
受 取 利 息 5
有 価 証 券 利 息 32
法 人 税 等 還 付 加 算 金 1
未 払 配 当 金 除 斥 益 6
そ の 他 0

経 常 利 益 8,228
特 別 利 益 149

新 株 予 約 権 戻 入 益 26
受 取 補 償 金 122

税 引 前 当 期 純 利 益 8,378
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 446
法 人 税 等 調 整 額 △134
当 期 純 利 益 8,066
(注）金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（ 自 平成25年 4 月 1 日

至 平成26年 3 月31日 ）
（単位：百万円）

株主資本

新 株
予 約 権

純 資 産
合 計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準 備 金
資本剰余
金 合 計

その他利
益剰余金 利益剰余

金 合 計繰越利益
剰 余 金

平成25年４月１日　期首残高 115,728 115,717 115,717 43,312 43,312 △2 274,755 917 275,672

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 296 296 296 592 592

剰 余 金 の 配 当 △5,721 △5,721 △5,721 △5,721

当 期 純 利 益 8,066 8,066 8,066 8,066

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額(純 額) 328 328

事業年度中の変動額合計 296 296 296 2,345 2,345 △0 2,937 328 3,266

平成26年３月31日　期末残高 116,024 116,013 116,013 45,657 45,657 △2 277,692 1,246 278,938

(注）金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成26年５月８日
野村不動産ホールディングス株式会社

取 締 役 会　 御 中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 重 　 忠 之 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 之 内 和 徳 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 湯 原 　 尚 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、野村不動産ホールデ
ィングス株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計
年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについ
て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す
ることを求めている。
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤
謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な
監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、野村不動産ホールディングス株式会社及
び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成26年５月８日
野村不動産ホールディングス株式会社

取 締 役 会　 御 中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 重 　 忠 之 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 之 内 和 徳 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 湯 原 　 尚 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、野村不動産ホ
ールディングス株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第
10期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法
人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査
証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第10期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令
及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正
を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整
備されている体制（内部統制システム）について、その構築及び運用の状況
を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその
附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ
の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 40 －
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

平成26年５月15日
野村不動産ホールディングス株式会社 監査役会

監査役(常勤) 栗原　洋二 ㊞
監査役(常勤) 藤谷　茂樹 ㊞
監査役 吉岡　茂明 ㊞
監査役 大岸　　聡 ㊞
監査役 山手　　章 ㊞

 （注）監査役藤谷茂樹、監査役大岸聡及び監査役山手章は、会社法第２条第16号及び第335
条第３項に定める社外監査役であります。

以　上

－ 41 －
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株主総会参考書類
第１号議案　剰余金の処分の件
　　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項
　利益配分につきましては、経営環境、設備投資計画等を総合的に勘案し、内
部留保を考慮のうえ、業績に応じ、決定することとしており、第10期の期末配
当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　これにより、中間配当金１株当たり15円を含めた年間配当金は１株当たり
35円となり、前期に比べ５円の増配となります。
①　配当財産の種類

　金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金20円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は、3,818,111,880円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　平成26年６月30日といたしたいと存じます。

－ 42 －
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第２号議案　取締役５名選任の件
　取締役松本聖二氏及び折原隆夫氏は、平成26年３月31日付で辞任いたしまし
た。つきましては、当社の経営体制の強化を図るため、社外取締役を含めた取締
役５名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

の 株 式 の 数

１
※
くつ かけ えい じ
沓 掛 英 二
(昭和35年９月12日生)

昭和59年 ４月 野村證券株式会社（現野村ホールディ
ングス株式会社）入社

――

平成19年 ４月 野村證券株式会社執行役
平成20年10月 同社執行役員
平成21年 ４月 同社常務執行役員
平成23年 ４月 同社専務執行役員
平成23年 ４月 野村ホールディングス株式会社常務執行役員
平成24年 ４月 同社執行役
平成24年 ８月 野村證券株式会社代表執行役副社長
平成25年 ４月 同社取締役兼代表執行役副社長
平成26年 ４月 当社顧問

（現在に至る）

２
※
みや じま せい いち
宮 嶋 誠 一
(昭和33年８月３日生)

昭和56年 ４月 野村不動産株式会社入社

28,100株

平成16年 ６月 同社取締役
平成20年 ４月 同社上席執行役員
平成21年 ４月 同社常務執行役員
平成24年 ４月 同社取締役（代表取締役）兼専務執行役員
平成24年 ５月 当社執行役員

（現在に至る）
平成26年 ４月 野村不動産株式会社取締役（代表取締役）

兼副社長執行役員
住宅事業本部長嘱託、開発企画本部管掌
（現在に至る）

[担当]
住宅事業担当、開発企画管掌
[重要な兼職の状況]
野村不動産株式会社取締役（代表取締役）兼副社長執行役員

－ 43 －
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

の 株 式 の 数

３
※
せき とし あき
関 敏 昭

(昭和33年３月27日生)

昭和55年 ４月 野村不動産株式会社入社

24,000株

平成15年 ６月 同社取締役
平成19年 ３月 同社常務取締役
平成19年 ４月 野村リビングサポート株式会社取締役社長

（代表取締役）
平成20年 ４月 同社取締役社長（代表取締役）兼社長執行役員
平成22年12月 野村不動産リフォーム株式会社取締役社長

（代表取締役）
平成24年 ５月 当社執行役員

（現在に至る）
平成25年 ４月 野村ビルマネジメント株式会社（現野村

不動産パートナーズ株式会社）取締役
平成26年 ４月 野村不動産パートナーズ株式会社取締役

社長（代表取締役）兼社長執行役員
（現在に至る）

[担当]
運営管理事業担当
[重要な兼職の状況]
野村不動産パートナーズ株式会社取締役社長（代表取締役）
兼社長執行役員

－ 44 －
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

の 株 式 の 数

４
※
き むら ひろ ゆき
木 村 博 行
(昭和37年３月30日生)

昭和59年 ４月 野村不動産株式会社入社

10,200株

平成21年 ４月 同社執行役員
平成21年 ６月 当社取締役
平成22年 ４月 野村不動産インベストメント・マネジメ

ント株式会社取締役社長（代表取締役）
平成22年 ４月 野村不動産投資顧問株式会社取締役
平成22年 ４月 野村不動産投信株式会社（現野村不動

産投資顧問株式会社）取締役
平成23年10月 野村不動産投資顧問株式会社常務取締役
平成24年 ５月 当社執行役員
平成24年 ６月 当社取締役兼執行役員
平成25年 ４月 野村不動産株式会社取締役兼常務執行役員

経理部担当
（現在に至る）

平成25年 ６月 当社執行役員
（現在に至る）

[担当]
財務統括（ＣＦＯ）、ＩＲ、アセットリスクマネジメント部担当
[重要な兼職の状況]
野村不動産株式会社取締役兼常務執行役員

－ 45 －
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

の 株 式 の 数

５
※
しの はら さと こ
篠 原 聡 子
(昭和33年９月３日生)

昭和58年 ４月 有限会社環境造形研究所（現有限会社
香山壽夫建築研究所）入社

――

昭和62年 ５月 株式会社空間研究所取締役
平成 ２年10月 株式会社隈研吾建築都市設計事務所取締役
平成12年11月 株式会社空間研究所代表取締役

（現在に至る）
平成21年 ３月 株式会社隈研吾建築都市設計事務所代表取締役

（現在に至る）
平成22年 ２月 合同会社篠原聡子居住デザイン研究所代表社員

（現在に至る）
平成22年 ４月 日本女子大学教授

（現在に至る）
[重要な兼職の状況]
株式会社空間研究所代表取締役
株式会社隈研吾建築都市設計事務所代表取締役
合同会社篠原聡子居住デザイン研究所代表社員
日本女子大学教授

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。
２．篠原聡子氏について、次に掲げる内容のとおり同氏が代表を務める会社と当社の子会

社との間で、主にコミュニティデザインのコンサルティング業務取引があります。な
お、他の各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

（1）同氏が代表取締役である株式会社空間研究所と当社の100％子会社（野村不動
産株式会社及び野村不動産パートナーズ株式会社）との間で、上記取引がありま
す。

（2）同氏が代表社員である合同会社篠原聡子居住デザイン研究所と野村不動産株式
会社との間で、上記取引があります。

３．篠原聡子氏は、社外取締役候補者であります。なお、同氏につきましては、職業上使
用している氏名を上記のとおり表記しておりますが、戸籍上の氏名は隈聡子氏であり
ます。

４．篠原聡子氏は、建築家として長年にわたり活躍され、豊富な知識、経験と幅広い見識
を有されていることから、当社の社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。

５．篠原聡子氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項に
基づき同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、職務を行うにつき善意でかつ重大な
過失がないときは、同法第425条第１項各号に規定する金額の合計額となります。

－ 46 －
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第３号議案　監査役１名選任の件
　監査役吉岡茂明氏は、本定時株主総会終結の時をもって辞任いたしますので、
監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

の 株 式 の 数

※
おり はら たか お
折 原 隆 夫
(昭和33年２月６日生)

昭和55年 ４月 野村不動産株式会社入社

25,500株

平成17年 ６月 当社取締役
平成17年 ６月 野村不動産株式会社取締役
平成20年 ４月 同社取締役兼上席執行役員
平成21年 ４月 同社取締役兼常務執行役員
平成22年 ４月 ＮＲＥＧ東芝不動産株式会社取締役
平成24年 ５月 当社取締役兼執行役員
平成26年 ４月 野村不動産株式会社監査役

（現在に至る）
平成26年 ４月 株式会社ジオ・アカマツ監査役

（現在に至る）
平成26年 ４月 当社顧問

（現在に至る）
[重要な兼職の状況]
野村不動産株式会社監査役
株式会社ジオ・アカマツ監査役

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。
２．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以　上

－ 47 －
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インターネット等による議決権行使のご案内

１．インターネットをご利用の皆様へ
　インターネットにより議決権を行使される場合は、次の事項をご確認のうえ、行使していた
だきますようお願い申し上げます。
　当日ご出席の場合は、書面（郵送）又はインターネットによる議決権行使のお手続きはいず
れも不要です。

⑴　議決権行使サイトについて
①インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン又は携帯電話（ｉモ

ード、EZweb、Yahoo!ケータイ）※から、当社の指定する議決権行使サイト
（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。
（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

※「ｉモード」は㈱ＮＴＴドコモ、「EZweb」はＫＤＤＩ㈱、「Yahoo!」は米国
Yahoo!Inc.の商標又は登録商標です。

②パソコン又はスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアー
ウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、
proxyサーバーをご利用の場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利
用できない場合もございます。

③携帯電話による議決権行使は、ⅰモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサ
ービスをご利用ください。また、セキュリティ確保のため、暗号化通信（SSL通信）及
び携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。

④インターネットによる議決権行使は、平成26年６月26日（木曜日）の午後５時40分
まで受け付けいたしますが、お早めにご行使ください。

⑵　インターネットによる議決権行使方法について
①議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に記載さ

れた「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛
否をご入力ください。

②株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを
防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更
をお願いすることになりますのでご了承ください。

③株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたし
ます。

－ 48 －

インターネット等による議決権行使のご案内



2014/05/23 16:06:11 / 13980916_野村不動産ホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

⑶　複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
①書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットに

よる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。
②インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された

内容を有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォンと携帯電話で重
複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきま
す。

⑷　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）
は、株主様のご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケット通信料・
その他携帯電話等利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担
となります。

⑸　お問い合わせ先について
　インターネットによる議決権行使についてご不明な点等がございましたら、以下へお
問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）
電話　0120-173-027（受付時間　9:00～21:00、通話料無料）

２．機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームについて
　㈱ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた管理信託
銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、電磁的方法による議決権
行使の方法として、上記のインターネットによる議決権行使以外に、当該プラットフォームを
ご利用いただくことができます。

以　上

－ 49 －

インターネット等による議決権行使のご案内



2014/05/23 16:06:11 / 13980916_野村不動産ホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

メ　　モ

メモ



2014/05/23 16:06:11 / 13980916_野村不動産ホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

至新宿
ＪＲ中央・総武線

慶應病院

首都高速4号新宿線

絵画館

明治神宮
外　　苑

権田原交差点

交番

入口

至東京・千葉

信濃町駅

赤坂御所

交番

新青山ビルヂング

青山通り

Ａ1出口

出口2

国立競技場

外
苑
東
通
り

権
田
原

明
治
記
念
館
前

神宮球場

ホンダ青山ビル

秩父宮
ラグビー場

青山一丁目駅

国立競技場駅

明治記念館

株主総会会場ご案内図

	 明治記念館 2階 富士の間
	 東京都港区元赤坂二丁目2番23号　電話（03）3403－1171（代）
会 場

交 通
▪Ｊ　Ｒ 　中央・総武線「信濃町駅」より徒歩約4分
▪地下鉄 　銀座線・半蔵門線・大江戸線「青山一丁目駅」出口2より徒歩約8分
▪地下鉄 　大江戸線「国立競技場駅」Ａ1出口より徒歩約8分
▪都バス 　（品97）品川車庫前～新宿駅西口「権田原・明治記念館前」より徒歩約1分

 お願い　駐車場に限りがございますので、電車・バス等の交通機関をご利用ください。

環境に配慮した植物油
インキを使用しています。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図




